
事業名

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度要求

予算額（補正後） 275 529 491 533

執行額 133 256 267

執行率 48% 48% 54%

（事業の概要）

当初、上記の成果目標としていたが、テレワークの実施の状況に加え、時間外労働の削減等も含めることで、より
ワーク・ライフ・バランスを推進する観点から、下記の成果目標へと変更する。

※現状の活動指標（抄）

論点等説明シート

労働時間等の設定改善の促進等を通じた仕事と生活の調和対策の推
進（テレワーク普及促進等対策）

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

　適正な労務管理下における良質なテレワークの普及を図るため、以下の事業を実施。
・　テレワークに関する企業等からの相談に対応するための相談センターの設置・運営及び訪問コンサルティングの
実施。
・　中小企業事業主に対するテレワーク導入経費等の助成（時間外労働等改善助成金（テレワークコース））。
・　サテライトオフィスの活用に関する実証を行うモデル事業【平成31年度限り】　等

（論点）
・　テレワークの効果や必要性の認知度を向上させるため、特定の業種や申請のない地域に対する周知の拡充を
　図るべきではないか。
・　時間外労働等改善助成金（テレワークコース）について、申請手続の見直しなどが必要ではないか。
・　時間外労働等改善助成金（テレワークコース）の支給要件や成果目標が、適切なものとなっているか。

※現状の成果目標（抄）

事業番号 0505

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

80

活動指標

172 80 80

活動実績 件

当初見込み 件

29年度 30年度

84 79 81時間外労働等改善助成金（テレワークコース）の支給決定
件数

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位 28年度

- 年度
28年度 29年度 30年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

92.8 81 88.9 - -

50 50 -

185.6 162 148.2 - -

60 -

時間外労働等改善助成金
（テレワークコース）につい
て、助成金の支給対象となっ
た中小企業事業主におい
て、対象労働者が終日在宅
でテレワークを実施した日数
の週間平均が１日以上となっ
た事業主の割合を60％とす
る。（30年度までの目標）

助成金の支給対象となった
中小企業事業主のうち、対象
労働者がテレワークを実施し
た日数の週間平均が１日以
上となった事業主の割合

（計算式）
対象労働者がテレワークを実
施した日数の週間平均が１
日以上となった事業主数／
助成金の支給対象事業主数

成果実績 ％

目標値

成果指標 単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

定量的な成果目標

達成度 ％

- 65

達成度 ％ - - - - -

- 59.5 72.8 - -

目標値 ％ - - -

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度
- 年度 31 年度

成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 28年度

時間外労働等改善助成金（テレワークコース）に

ついて、助成金の支給対象となった中小企業事
業主において、
①評価期間に１回以上、対象労働者全員に、在
宅またはサテライトオフィスにおいて就業するテ
レワークを実施させる
②評価期間において、対象労働者が在宅また
はサテライトオフィスにおいてテレワークを実施し
た日数の週間平均を、１日以上とする
③年次有給休暇の取得促進について、労働者
の年次有給休暇の年間平均取得日数を前年と
比較して４日以上増加させる
又は
所定外労働の削減について、労働者の月間平
均所定外労働時間数を前年と比較して５時間以
上削減させる
の成果目標３項目すべてを達成した事業主の割
合を65％以上とする
(31年度からの目標）

助成金の支給対象となった

中小企業事業主のうち、成
果目標３項目をすべて達成
した事業主の割合

（計算式）
成果目標３項目をすべて達
成した事業主数／助成金の
支給対象事業主数

成果実績 ％


